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「林道事業における業務マニュアルの整備について」

No.6 上西 成隆

はじめに

林道業務は、工事の施工監督をはじめとして専門用語や手順が多く、特に初任者にとって

は馴染みのないことから、業務への戸惑いや迷いを感じるものである。森林管理署において

は、これまで経験豊かなベテランの林道事業担当者が初任者等の経験の浅い担当者を指導し

てきたが、近年、全国的な傾向として森林管理署のベテラン職員が減少する中で、経験の浅

い職員が増加しており、このまま推移していけば、今後、林道業務の円滑・効率的な遂行に

支障が生じる恐れもある。このような状況を踏まえ、こうした問題を回避するためには、初

任者でもわかりやすい業務マニュアルが必要ではないかと考えた。

今回の研究では、全国の森林管理署の現役土木係長を対象にアンケート調査等を行い、初

任者等でもわかりやすい業務マニュアルについてその必要性を把握するとともに、マニュア

ルに必要な要素や内容、工夫等を調査し、作成すべきマニュアルについて考察した。

第１ 調査方法

業務マニュアルの必要性やマニュアルに関する現状を把握するために、全国７森林管理局

管内の森林管理署から土木係長を１～２名ずつ、合計１１名（中部・近畿中国・四国局は各

１名、北海道・東北・関東・九州４局は各２名）を選出し、２回のアンケート調査と聞き取

り調査を行い、その結果を基にマニュアル化すべき内容等を検討した。

アンケートを行うにあたり、アンケート対象者の「マニュアル」に対するイメージを統一

する必要があったため、「マニュアル」について『規程や通知の抜粋等を集約したファイル

など、通称マニュアルと呼んでいるものを含む』と定義した。

第２ 調査結果

１ 第１回アンケート調査

(1) アンケート調査の内容

各局におけるマニュアルの整備状況等を把握する必要があったことから、第１回の

アンケートでは、以下の３点について調査を行った。

① 各局にマニュアルが存在するか

② 現在、勤務している署に林道業務のベテラン職員は存在するか

③ 業務を振り返り、又は進めている中で「初任者等にとって、業務の内容・用語や

事務処理の手順等を解説した、使い易い業務マニュアル」は必要か

(2) アンケート調査の結果

第１回のアンケート調査結果は図１のとおりである。これを見ると、林道事業の業

務マニュアルの整備状況は森林管理局によって差違があり、また個別に聞き取る中で、



- 62 -

関東森林管理局のようにかつてはあったが今はないという場合もあることがわかっ

た。また、マニュアルが整備されていても、必ずしも初任者にとって使い易いものと

はなっておらず、アンケート対象者の全員が、ベテラン職員が身近に居る・居ないに

関わらず初任者等にとって使い易いマニュアルが必要と回答したことから、初任者等

にとって使い易い業務マニュアルの整備についてニーズが高いことがわかった。

図１ 第１回アンケート結果

２ 聞き取り調査

整備すべきマニュアルの方向性を把握するため、既存のマニュアルがあると回答した

アンケート対象者に対して、既存のマニュアルの使い易いポイント、使い難いポイント

について聞き取り調査を行った。

その結果、以下のとおりマニュアルの全体像としては、「業務の一連の流れが解り易
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い構成になっていること」、「手続き等の根拠の参照が容易であること」が挙げられ、

また専門用語や様式など実務ですぐに使用できる資料の掲載に対する要望があることが

わかった。

(1) 既存のマニュアルで使い易いポイント（九州局の２名）

・事務や業務の一連の流れがわかりやすい構成になっている

・通達の抜粋や根拠法令が記されている

(2) 既存のマニュアルで使い難いポイント（北海道局の２名、中部局の１名、近畿中国

局の１名）

・専門用語の説明や様式等の記載例がない

・初心者にとってはマニュアルで記載されてない項目を「治山林道必携○○項記載

参考」等と参考文献を書いて頂ければありがたい。

・記載されてない事項を探すのに苦労する（関連している事項なので設計積算には

重要事項多い）。

・記入してある箇所は理解度が早くなることから、関連するものは必ず記載を望み

たい。

・土木等の業務経験がある（若しくは慣れている）と使い易いかもしれないが、経

験がないと用語の意味や業務の流れが理解しにくい。

３ 第２回アンケート調査

(1) アンケート調査の内容

第１回のアンケートによって、マニュアルに関する現状とマニュアルに対しニーズ

があることを把握できたことから、第２回アンケートでは「マニュアルの細部」につ

いて調査することとした。

① マニュアル化すべき林道業務（Ｑ１）

林道業務といっても幅が広いことから、マニュアル化のニーズが高い分野を抽出

するため、林道業務を①林道の計画、②工事発注における設計・積算、③発注工事

等の監督・検査、④林道の管理等の４つに分類し、アンケート対象者にニーズの順

位付けとその理由を回答してもらった。

② マニュアルに取り入れるべき工夫（Ｑ２）

マニュアルに盛り込むべき内容を具体的に検討するため、アンケート調査対象者

全員にマニュアルに取り入れるべき工夫やアイデアを自由に記載してもらった。

③ マニュアルで解説すべき専門用語の範囲（Ｑ３）

林道業務で使用する専門用語の網羅的な解説をマニュアルに掲載することについ

ては、ページが膨大になりかえって使い難くなる恐れがあり、また、市販の図書や

インターネット上にも専門用語の解説が掲載されていることから、不要ではないか

との考えがあり、このような問題意識を提起した上で、マニュアルに掲載する専門

用語の解説について、アンケート対象者に自由に記載してもらうこととした。

(2) アンケート調査の結果

第２回のアンケート結果は、次の表－１のとおりである。
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表１ 第２回ア
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ンケート集計表
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① マニュアル化すべき林道業務

この集計表から、Ｑ１の回答を抽出し、北海道から九州まで森林管理局ごとに並

べると、表２－１のとおりとなる。

表２－１ 地域別一覧表

順位付けはバラついており、順位付けに森林管理局による特段の傾向は見られな

い。

次に、Ｑ１の結果を林道業務の経験年数順に表２－２のとおり並べて見た。

表２－２ 林道業務経験年数別一覧表

この表から、林道業務の経験年数が１年の土木係長は、「工事発注における設計

・積算」「発注工事等の監督・検査」についてのマニュアルを求めていること、経

験年数が３年の土木係長は「林道の管理等」についてのマニュアルを求めているこ

とがわかった。

② マニュアルに取り入れるべき工夫

次に、Ｑ２の回答を大別すると、以下の８点に大括りすることができる。

ア フローチャートや図・写真での流れを説明する
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イ 間違いやすいポイント・会計検査での指摘事項を記載する

ウ 根拠法令等の記載する

エ 林道事業ベテラン職員のノウハウを記載する

オ マニュアルを電子化する

カ 全国的に様式を統一する

キ 実際の業務一件書類を例として掲載する

ク Ａ４用紙の４分の３に業務の流れ、４分の１に根拠法令等の書き出して作成す

る

③ マニュアルで解説すべき用語の範囲

Ｑ３の回答では、問題点について提起したが、１１名中９名は「基本的な用語解

説や普段から多用する、使用頻度が高い専門用語については解説が欲しい」などの

回答であった。

第３ 考察

１ マニュアル化のニーズについて

(1) ２回のアンケートと聞き取り調査の結果から、以下の４点について判明した。

① 局によって、マニュアルの整備に差が生じていること

② 既存のマニュアルが必ずしも使い易い・わかりやすいマニュアルではないこと

③ 業務経験年数にかかわらず、マニュアルに対してニーズがあること

④ 林道業務を細分化することで、１年目の土木係長からは「設計・積算」「監督・

検査」についてのマニュアル、３年目の土木係長からは「林道の管理」に関するマ

ニュアルが望まれていること

(2) このことから、当初の問題点（業務への戸惑いや迷いなど）を解決し、今後の林道

事業を円滑かつ効率的に遂行するためには、初任者等を対象とした林道事業のマニュ

アルを整備することが必要であり、特に「設計・積算」「監督・検査」業務に関する

「わかりやすいマニュアル」を作成する必要があると考える。

２ マニュアルに取り入れる工夫について

アンケートの結果から、大括りした８点の工夫について考察した。

(1) フローチャートや図・写真での流れを説明する

業務の手順をフローチャート化し、重要なポイントは写真や図を用いて説明するこ

とにより、業務の流れが確認しやすくなる。

(2) 間違いやすいポイント・会計検査での指摘事項を記載する

間違いやすいポイントや会計検査での指摘事項を掲載することにより、初任者等で

も業務を遂行する上で注意すべき点がわかる。
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(3) 根拠法令等を記載する

マニュアルの中に根拠になった法令や通達等を業務に関連づけることで、探しやす

くなる。

(4) 林道事業ベテラン職員のノウハウを記載する

ベテラン職員から聞き取ったノウハウを掲載することにより、ある程度業務に慣れ

た時点で自己のレベルアップを図る際の参考になる。

(5) マニュアルを電子化する

マニュアルを電子データ化することで、通知等の改正に迅速に対応することができ

る。また、ノウハウを自分で蓄積できること、それを局等で定期的に回収・編纂し、

知識や技術を蓄積・伝達できる。

(6) 全国的に様式を統一する

各局によって地域性があり個別に定めている様式もあると考えられるが、基本的な

部分の様式の統一は可能である。

(7) 実際の業務一件書類を例として掲載する

実際に使用した一件書類を参考に掲載してしまうと、その一件書類に気がつきにく

いようなミスがあった場合に対処が難しい。

(8) Ａ４用紙の４分の３に業務の流れ、４分の１に根拠法令等の書き出して作成する。

３ 用語の解説について

アンケート対象者からは「使用頻度が高い専門用語については解説が欲しい」との意

見が多く出され、初任者等にとっては専門用語が障害となっている様子が窺える。

このことから、一定の範囲の専門用語について解説を掲載することとし、マニュアル

作成段階で掲載すべき専門用語を精査・厳選する必要があると考えた。

まとめ

１ 提案

これまでの調査結果と考察を踏まえて、初任者等を対象とした「林道事業のわかりや

すい業務マニュアル」のニーズは高いことがわかった。またマニュアル化が必要な分野

やマニュアルの具体的な内容を把握することができたので、初任者等にとって「林道事

業のわかりやすい業務マニュアル」を作成することを提案する。

その提案のたたき台として、第２回のアンケートの回答で提案があったフローチャー

トや根拠法令等の記載等を採用し、Ａ４用紙の４分の３に業務の流れ、４分の１に根拠

法令等を記載する形式のマニュアルの作成例を次ページに示す。
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図３ マニュアル作成例
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このマニュアル作成例の業務内容は、監督職員についての業務の流れと工事請負業者

の動きをリンクさせたものであり、「業務の流れ」と「根拠法令等の抜き出し」の項目

を作成し、その流れの中ですべき行為や内容などを記載したものとなっている。

２ 課題

今回の調査を行った結果、初任者等でもわかりやすい業務マニュアル作成の必要性や、

マニュアルへ取り入れるべき工夫が明らかになり、その結果を基にマニュアルの作成例

を提示した。しかし、以下の２点については確認をしていないことから、実際にマニュ

アルを作成する際の課題である。

(1) この調査は、全国７局管内の土木係長９５名のうち、１１名に対するアンケートを

元に作成したものであり、残りの８４名については未確認である。よって、本調査結

果及び提案を全森林管理局に示し、マニュアル化の必要性やマニュアル化すべき業務

分野、マニュアルに盛り込むべき内容等について確認する必要があると考える。

(2) 提案としてマニュアル(フローチャート)の作成例を提示したが、このフローチャー

トが使い易いか、わかりやすいかどうかはアンケート対象者に確認を取っていない。

よって、今後、アンケート対象者にフローチャートを確認してもらい、必要に応じて

改良すべきと考える。
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